
第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

1
R2～
R6

企業ガイダンス
開催事業

求職者の就業と企業の人
材確保を支援するため、
UIJターン就職フェアと企業
ガイダンスを開催する。

参加企業数
（社）

16 0
４．地方創生への効
果は表れていない

新型コロナウイルス感染拡大防
止のため、ＵＩＪターン就職フェア
は中止となる。

３．事業の継続

県外へ進学した大学生がＵター
ンせず、市外へ流出していく傾向
があり、人口対策・経済活性化
策として、雇用の場の確保として
事業継続の必要がある。

3,095 440 4,227

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

2
R2～
R6

勤労者生活安
定資金貸付金
預託事業

勤労者の生活安定に寄与
するため、中央労働金庫と
協調して融資を行う。

審査基準に合
格した勤労者
（人）

3 4
３．地方創生に効果
があった

市と中央労働金庫とが協調して
融資を行うことで、勤労者の生活
安定に寄与することは、勤労意
欲の向上になる。

３．事業の継続
幅広く市民へ制度の周知を図
り、働く者への融資を通じ、勤労
者の生活安定に寄与する。

900 2,000 2,000

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

3
R2～
R6

商工業事業資
金利子補給支
援事業

商工業者が経営安定と事
業発展のための資金融資
を受けた場合、利子を補給
する。

経営安定が図
られた商工業
者（数）

32 13
３．地方創生に効果
があった

商工業者の事業資金の融資に
対し、一部財政支援を行い、経
営安定と事業発展により、市内
の商工業振興に努めた。

３．事業の継続

意欲がある商工業者経営者から
事業運営資金として期待される。
市として継続的に支援する必要
がある。

1,654 1,069 2,000

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

4
R2～
R6

小口資金融資
保証料支援事
業

資金調達困難な小規模企
業者の担保力を補い、零
細小口金融の疎通を図る。

経営安定と事
業発展が図ら
れた申請者
（人）

9 2
３．地方創生に効果
があった

資金調達が困難な小規模事業
者の信用力及び担保力の不足
を補い、零細小口金融の疎通を
図り、経営安定に繋がった。

３．事業の継続

本制度を利用することで市内企
業の経営安定や事業発展に繋
がることが期待できるため、継続
的に支援する必要がある。

229 70 720

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

5
R2～
R6

地域ものづくり
企業成長投資
支援事業

企業の設備投資を支援し、
地域産業の活性化と雇用
創出力の向上を図る。

経営安定が図
られた企業
（社）

6 4
３．地方創生に効果
があった

企業が設備投資に要する経費に
対し一部財政支援を行ったこと
により、産業の成長基盤の強化
が図られた。

３．事業の継続

企業の設備投資意欲に応じ、企
業の経営安定と事業の発展によ
り、企業振興に繋がるため継続
的に支援する必要がある。

20,000 14,000 18,000

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

6
R2～
R6

農業後継者支
援事業

県立農業大学校へ通学し
ている学生を奨学助成金
により支援し、農業の担い
手育成の一助とする。

新規認定農業
者数（人）

13 8
３．地方創生に効果
があった

後継者不足、担い手減少する
中、受給学生の卒業後の就農に
繋がっている。

３．事業の継続
農業後継者の育成を目的とする
事業であるため、今後も支援を
継続していく。

288 576 576

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

7
R2～
R6

環境保全型農
業直接支払制
度支援事業

減農薬に取り組み、地球温
暖化防止・生物多様性保
全に効果の高い営農活動
を行う団体を支援する。

実施した地区
（地区）

1 1
３．地方創生に効果
があった

環境保全に効果の高い営農活
動に対し経済的支援を行うこと
で、農産物の付加価値の向上
（食の安全安心の推進）や販売
促進に繋がった。

３．事業の継続
取組内容や制度について分かり
やすく周知を行い、取り組みを実
施する農業者を増やしていく。

445 889 1,046

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

1



第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

8
R2～
R6

農林業政策推
進事業

農林業の振興と６次産業
化・事業化の推進を図るた
め、必要な調査研究を行
う。

栽培可能な新
作目（種）

1 1
３．地方創生に効果
があった

栽培試験を行い、この地域に適
した品種や栽培可能な作物の検
証を行うことにより、今後に活か
すことができる。

３．事業の継続
試験栽培を行う期間を決めて取
り組み、有望品種となった作物
の普及拡大に繋げていく。

1,455 450 595

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

9
R2～
R6

南アルプスブラ
ンド戦略事業

南アルプスブランドの確立
により、農業の付加価値を
高め、産地間競争力の強
化を図る。

貴陽・皇寿・
シャインマス
カット・あんぽ
柿の出荷量
（kg）

558,775 644,627
３．地方創生に効果
があった

中野地区の農地において醸造
用ブドウの栽培を行う企業に対
し、高性能な機械や資材の導入
費用を補助したほか、農産物の
ＰＲ動画を作成するなど生産支
援や販路拡大に向けた取組を実
施した。

３．事業の継続

本市産の果物等の認知も含め、
今後の農業の振興・産地化の強
化に繋げるため、事業の継続が
必要である。

4,451 15,390 21,849

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

10
R2～
R6

就農支援事業

農家子弟がリース方式で
経営規模拡大のために必
要な農業用機械等を導入
する時に支援する。

申込をした新
規農家子弟
（人）

- 2
３．地方創生に効果
があった

農家子弟の経営規模拡大に繋
がっている。

３．事業の継続
本年度より、補助対象に新規参
入者を加え経営規模拡大の支
援強化を図る。

- 2,347 2,334

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

11
R2～
R6

担い手支援事
業（地域おこし
協力隊支援事
業）

都市在住で農業の意欲を
持つ者から新たな担い手を
育成し、移住者獲得を目指
す。

協力隊員数
（人）

7 7
３．地方創生に効果
があった

研修終了後も農業研修で習得し
た技術等を活かし、本市に定住
してもらうことにより、農業の担い
手不足の解消に繋がっている。
また、研修期間中に地域の方と
交流を積極的に行っており、地
域の活性化にも貢献している。

３．事業の継続

今後も農業後継者不足解決策と
して、研修終了後は、本市に定
住、就農してもらうように支援し
ていく。

22,829 18,725 36,790

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

12
R2～
R6

農業次世代人
材投資事業

新規青年就農者の拡大を
図るため、経営が安定する
までの最長５年間給付金を
支給する。

この事業の対
象になった市
民等（人）

13 11
３．地方創生に効果
があった

50歳未満で独立・自営就農者
は、経営リスク等もあり、就農へ
踏み出せない所もあるが、生活
支援等により、新規就農が可能
になり、農業の担い手の増加に
繋がっている。

３．事業の継続

今後も、意欲ある就農者へ支援
を続けることで、新規就農者の
増大を図り、農業の担い手不足
の解消に努めたい。

18,000 13,547 15,750

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

農政課

13
R2～
R6

南アルプスＩＣ新
産業拠点整備
事業

南アルプスＩＣ周辺の新産
業拠点整備事業用地（旧
完熟農園跡地）の再開発を
図る。
※用地買収費は除く

①用地交渉を
完了した地権
者の割合（％）
②事業用地に
参入した企業
数（社）

①100
②0

①100
②0

４．地方創生への効
果は表れていない

コロナ禍の影響により、南アルプ
スＩＣ新産業拠点への参入企業
の募集を延期しているため、直
接的な効果には至っていない。

３．事業の継続

令和３年度に参入企業を選定
し、その後具体的な事業構築を
進める。令和５年度の開業を目
指し、土地利用方針の下でまち
づくりの核を創出する。

16,029 16,735 108,243

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

南アルプスＩＣ新
産業拠点整備
室

14
R2～
R6

南アルプスＩＣ周
辺整備事業

交通利便性に優れ、地域
経済の牽引に繋がる可能
性の高い南アルプス IC周
辺エリアについて、開発可
能性を探り、更なる土地活
用を図る。

事業用地に参
入した企業数
（社）

- 0
４．地方創生への効
果は表れていない

令和２年度は、ＩＣ周辺における
土地活用の可能性調査を実施し
た段階であるため、直接的な効
果には至っていない。

３．事業の継続

令和３年度以降に、地域・地権
者並びに事業者の意向を踏まえ
て、ＩＣ周辺における土地利用の
方向性や導入機能、及び事業手
法等を定め、着実に事業を進め
ていく。

- 4,424 25,946

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

南アルプスＩＣ新
産業拠点整備
室

2



第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

15
R2～
R6

新規創業者資
金借入補助金
支給事業

新規に創業する事業者に
借入金を補助し、地域産業
の活性化と雇用創出力の
向上を図る。

経営安定が図
られた商工業
者（数）

4 7
３．地方創生に効果
があった

商工業者の事業資金の融資に
対し、一部財政支援を行い、経
営安定と事業発展により、市内
の商工業振興に努めた。

３．事業の継続

意欲がある商工業者経営者（創
業後５年未満）から事業運営資
金として期待される。市として継
続的に支援する必要がある。

344 333 485

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

16
R2～
R6

創業支援事業

地域産業の活性化を図る
ため、創業支援セミナーや
Ｐ－１グランプリ（市産果物
のピューレを使った新商品
のコンテスト）等を開催す
る。

雇用創出数
（件）

17 11
３．地方創生に効果
があった

商工会と連携を図りながら創業
支援セミナーを実施し、「個別支
援型創業支援テキスト」などを活
用して創業を支援する。新規創
業者11名に繋がった。

３．事業の継続
意欲のある女性・若者などが創
業・起業を実現できるよう、効果
的な支援が必要である。

4,083 1,264 3,904

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

17
R2～
R6

南アルプス市産
業立地事業費
助成金交付事
業

企業立地を促進し雇用機
会の拡大を図り、地域産業
の振興及び市民生活の安
定に寄与する。

操業開始企業
数（社）

1 1
３．地方創生に効果
があった

企業立地を促進し雇用機会の拡
大を図ることで、地域産業の振
興と市民生活の安定に繋がっ
た。

３．事業の継続

工場立地に伴う投資の増加及び
経営の安定及び地域経済の活
性化と雇用者の拡大も図られて
おり、今後も成果が期待される。

41,681 10,187 -

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

18
R2～
R6

企業支援誘致
推進事業

企業の工場拡張や企業誘
致などの支援を行い、産業
経済の活性化を図る。

新規工場立地
数（数）

2 2
３．地方創生に効果
があった

積極的な企業訪問などにより企
業の動向を把握を行い、市内外
企業から今後に向けて新規工場
進出や工場増設、新規設備の導
入についての相談がある。

３．事業の継続

企業の市内への進出は、移住・
定住や消費活動の促進、雇用の
拡大など、地域経済全体の活性
化に繋がるため、引き続き効果
的な支援が必要。

1,155 1,117 1,932

Ⅰ　しごとをつくり、安
心して働けるようにす
る、これを支える人材
を育てて活かす

観光商工課

19
R2～
R6

南アルプス市フ
ルーツ山麓フェ
スティバル開催
事業

観光の柱である山岳観光
と果樹観光を県内外にPR
し、市民が楽しめるイベント
を夏と秋に開催する。

①市外参加者
数（人）
②延べ参加人
数（人）

①3,000
②36,000

①500
②3,000

３．地方創生に効果
があった

新型コロナウイルス感染拡大防
止により、トレッキングツアーや
サマーフェスティバル、紅葉祭な
どは中止になったが、代替イベ
ントして、ドライブインシアターや
オータムフェアなどコロナ禍でも
可能なイベントを企画・開催して
市内外の方に楽しんでいただい
た。

３．事業の継続
イベントについては、交流人口の
増加に繋がるものなので、今後
も継続する必要がある。

13,518 2,276 14,703
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

観光商工課

20
R2～
R6

観光プロモー
ション事業

観光を経済の柱に育てる
ため、交通アクセスの向上
を活かしたプロモーション
事業を行う。

ユネスコエコ
パークガイド
マップ配布数
（部）

- 18,000
２．地方創生に相当
程度効果があった

東海圏、中京圏を中心に観光Ｐ
Ｒ活動を行った結果、特に静岡
県からの観光客が増加し、また、
ふるさと納税額も増加した。
また、バイふじのくにの取組みに
より、静岡県、沼津市や大手百
貨店とも新たに交流が始まった。

３．事業の継続

今秋には中部横断自動車道静
岡山梨間開通により、アクセスが
さらに向上することから、今後も
東海圏、中京圏また長野方面を
重点的に観光ＰＲ活動を行う。

- 25,105 33,778
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

観光商工課

3



第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

21
R2～
R6

ふるさとづくり推
進事業

市の魅力に触れ愛着を感
じてもらえるような着地型
観光を企画する団体を支
援する。

県外からの参
加者数（人）

37 0
４．地方創生への効
果は表れていない

新型コロナウイルス感染拡大防
止により、事業者による着地型
観光ツアーの企画はなかった。

３．事業の継続

着地型観光は、本市の観光を経
済の柱に育てるためには重要な
事業であるので、定着するまで
は支援は必要である。

746 - 1,000
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

観光商工課

22
R2～
R3

伊奈ヶ湖周辺再
整備事業

森林アスレチック等の整備
及び駐車場の増設、看板
改修を行う。

施設利用者数
（人）

21,751 12,833
４．地方創生への効
果は表れていない

令和２年度は森林アクティビティ
設計業務を行う予定であった
が、新型コロナウイルス感染拡
大防止のため事業工程見直しに
より、見送りとなった。

３．事業の継続

南アルプスユネスコエコパーク
の拠点施設として活用するため
の調査研究を行うとともに現状
の管理運営上必要な施設の改
修を行っていく。

- - -
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

観光施設課

23
R2～
R6

シティプロモー
ション事業

市の魅力を発信し、市の知
名 度を 高め るシ ティ プ ロ
モーション事業を行い、交
流・定住人口の拡大を目指
す。

市ホームペー
ジへのアクセス
数（上段：トップ
ページ、下段：
全体）

224,701件
2,091,037件

313,512件
2,708,327件

３．地方創生に効果
があった

シティプロモーション戦略案の作
成、移住定住者へのインタ
ビューやホームページの拡充、
プロモーション動画、ポスター作
製等、今後のプロモーション活動
に向けた準備を進め、プロモー
ションに関わる意識を高めた。

３．事業の継続

戦略策定を決定し、来年度以降
のプロモーション事業の実施計
画を作成する中で、計画的に推
進する。

- 8,453 -
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

秘書課

24
R2～
R6

若者世帯定住
支援奨励金事
業

定住促進を図るため、市内
に土地と建物を新築・購入
する若者世帯に購入費の
一部を助成する。

申請件数（件） 140 120
１．地方創生に非常
に効果的であった

令和元年度同様100件を超える
申請があり、若者世帯の移住定
住の一助として、非常に効果的
であったと思われる。

３．事業の継続

多くの若者世帯が市内で住宅を
購入する流れが続いていること
から、今後も周知を図り、若者世
帯の定住促進に向けて、事業を
継続していく。

32,800 34,500 33,000
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

ふるさと振興室

25
R2～
R6

交流定住促進
事業

都市住民と定住・移住・二
地域居住に関する情報交
換を行い、交流定住人口
の拡大を図る。

説明会等への
参加者数（人）

32 0
３．地方創生に効果
があった

コロナ禍の影響で説明会等の実
施・参加ができなかったが、富士
の国やまなし移住交流推進協議
会等を通して情報提供に努め
た。

３．事業の継続

コロナ禍の影響で足を運んでの
説明会参加は難しいが、オンラ
インでの相談会などへの参加は
検討したい。

134 74 432
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

ふるさと振興室

26
R2～
R6

空き家バンク事
業

空き家の登録・情報提供を
行い、定住・移住・二地域
居住を促進して地域の活
性化を図る。

空き家バンク
成約数（件）

13 9
３．地方創生に効果
があった

空き家バンクの成約件数として
は平均した数字だった。需要は
あるが物件自体の件数が不足し
ているという状況が続いていると
考えられる。

３．事業の継続

登録数があれば需要自体は期
待できる。今後も空き家は増加
するので、所有者にどのようにア
プローチするかが課題である。

5,952 6,008 6,010
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

ふるさと振興室

27
R2～
R6

芦安地区地域
おこし協力隊事
業

人口減少と高齢化が進む
芦安地区に地域おこし協
力隊を採用し、地域力の維
持強化を図る。

地域活動参加
者（人）

140 156
１．地方創生に非常
に効果的であった

コロナ禍ではあったが、できる範
囲でイベントやワークショップを
立ち上げ、情報収集、発信に努
めている。住民とも地区の活動
に参加し交流を深めている。ま
た学校との連携により自然学習
の一環で講師として派遣依頼が
あり積極的に活動している。

３．事業の継続

芦安地区の高齢化と人口減少に
伴い、魅力ある自然と文化を継
承していくためには、協力隊の斬
新な発想と行動力が必要であ
る。

11,801 3,979 8,683
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

芦安窓口サービ
スセンター
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第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

28
R2～
R6

住宅リフォーム
等総合支援事
業

住環境の向上と地域経済
の活性化を図るため、市内
業者によるリフォーム工事
の一部を補助する。

リフォーム住宅
の申し込み数
（件）

60 59
３．地方創生に効果
があった

市民の居住環境の向上と市内
産業の活性化に寄与した。

３．事業の継続
市民の居住環境の向上と市内
産業の活性化に効果が期待され
るため、継続したい。

6,000 5,900 6,000
Ⅱ　新しいひとの流れ
をつくる

管理住宅課

29
R2～
R6

地域子育て支
援事業

子育て支援の充実を図る
ため、地域子育て支援拠
点事業や一時預かり事業
を実施する。

利用者（人） 6,500 6,500
３．地方創生に効果
があった

子育て支援世帯への支援に効
果があった。

３．事業の継続
今後も子育て世帯への支援のた
め事業を継続する必要がある。

41,356 47,541 46,796

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

子育て支援課

30
R2～
R6

子ども用品貸出
事業

子育て世帯の負担軽減の
ため、希望者にベビーベッ
トとチャイルドシートを無料
で貸し出す。

安全に利用で
きた人（％）

100 100
１．地方創生に非常
に効果的であった

子育て世帯への負担軽減に効
果があった。

３．事業の継続
利用希望者数に応じた事業展開
を継続する必要がある。

2,758 3,160 3,793

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

子育て支援課

31
R2～
R6

子ども医療費助
成事業

１８歳までの子どもの医療
費を助成し、子育て家庭の
負担軽減と子どもの保健
福祉の増進を図る。

南アルプス市
は子育てしや
すいまちだと感
じている市民の
割合（％）

45.2 52.1
３．地方創生に効果
があった

子育て世帯への負担軽減に効
果があった。

３．事業の継続
子ども保健福祉の増進のため事
業を継続する必要がある。

344,128 286,601 345,922

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

子育て支援課

32
R2～
R6

病児・病後児保
育事業

子どもの保健福祉の増進
を図るため、病児・病後児
保育を行う私立保育園を支
援し、受入れ自治体に負担
金を支出する。

利用者数（人） 300 385
３．地方創生に効果
があった

子育て世帯への支援に効果が
あった。

３．事業の継続
今後も子育て世帯への支援のた
め事業を継続する必要がある。

14,565 18,369 18,170

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

子育て支援課

33
R2～
R6

児童手当給付
事業

子どもの健全育成を社会
全体で支えるため、中学生
までの児童を養育している
者に手当を支給する。

支給した児童
の割合（％）

98 99
３．地方創生に効果
があった

児童の養育者への支援に効果
があった。

３．事業の継続
今後も児童養育者への支援のた
め事業を継続する必要がある。

1,183,326 1,153,950 1,218,810

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

子育て支援課

34
R2～
R6

新生児おむつ
代支給事業

子育て世帯の経済的負担
の軽減を図るため、乳児の
紙おむつ等の購入を補助
する。

子育てが楽し
いと回答する
母の割合（％）

90.7 91.2
３．地方創生に効果
があった

乳幼児期のオムツは生活用品
の出需品であり、おむつ代の支
給事業は子育てしている家庭に
とって、経済的支援の一助となっ
ており効果的な事業である。

３．事業の継続

子育てしやすい環境として、子育
て中の家族の経済的負担軽減
の一助であり継続していく必要
がある。

11,485 11,826 12,824

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

健康増進課

5



第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

35
R2～
R6

男女共同参画
啓発事業

男女共同参画社会の必要
性について理解を深めても
らうため、啓発活動を行う。

男女共同参画
の推進が重要
だと思う市民の
割合（％）

64.5 64.7
３．地方創生に効果
があった

コロナ感染拡大防止に伴い、
様々なイベントが中止になったた
め、情報誌のページを増やした
り、のぼり旗を購入し、市民に向
け啓発に努めた。また、職員研
修を実施し、理解を深めてもらっ
た。

３．事業の継続

男女共同参画社会の推進のた
めには、一人ひとりの意識啓発
に努めていくことが重要であり、
今後も継続して実施すべき事業
である。

169 222 312

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

市民活動支援
課

36
R2～
R6

ハーモニー
フォーラム開催
事業

男女共同参画社会の実現
に向け、市民の理解と関心
を深めるため、フォーラム
を開催する。

男女共同参画
の推進が重要
だと思う市民の
割合（％）

64.5 64.7
３．地方創生に効果
があった

ハーモニーフォーラムは、コロナ
感染拡大防止に伴い、ハーモ
ニープラン推進委員と協議の
上、中止とした。ただし、推進員
の発表の場でもあるため、情報
誌のページ数を増やし取り組み
を掲載し、市民にむけて啓発を
実施した。また、川柳・標語を募
集し、小学生から一般まで、広く
呼びかけ、表彰した。その作品を
掲示や情報誌等に掲載した。さ
らに、市内教職員向けに、理解
を深めるための資料を作成し
た。

３．事業の継続

ハーモニーフォーラム開催事業
は、市民に向けた、男女共同参
画推進状況を一番身近に感じる
ことができる場である。また、普
段、聞くことができない講師等の
話などを聞く機会であるため、継
続して実施すべき事業である。

190 166 233

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

市民活動支援
課

37
R2～
R6

人権擁護委員
活動事業

人権相談や啓発を行う人
権擁護委員の活動を支援
する。

相談会に訪れ
て満足をされた
市民の数（人）

（相談者なし） （相談者なし）
３．地方創生に効果
があった

コロナ感染拡大防止にともない、
様々なイベントが中止になってし
まったが、12月には人権週間と
して特設相談会の開設や、市内
の商業施設前での啓発に努め
た。

３．事業の継続

人権擁護委員の活動は、人が幸
せに生活できるために必要な権
利を守るため、相談業務や人権
教室等を実施している。その活
動を広く市民に向けて周知する
必要があるため継続して実施す
る事業である。

90 186 177

Ⅲ　若い世代の結婚・
出産・子育ての希望
をかなえる、誰もが活
躍できる地域社会を
つくる

市民活動支援
課

38
R2～
R6

防災リーダー養
成講座協働事
業

地域防災力の強化を図る
ため、地域防災活動を普
及啓発・指導で きる防災
リーダーを育成する。

①市防災リー
ダー養成講座
修了者数（人）
②甲斐の国防
災リーダー養
成講座修了者
数（人）

①40
②5

①64
②5

３．地方創生に効果
があった

地域防災力向上の核となれる人
材の育成であり、防災を始めとし
地域の活性化にも繋がる可能性
がある。

３．事業の継続
引き続き、地域で活躍できるリー
ダーを育成していく。

125 126 222

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

防災危機管理
課

39
R2～
R6

子ども若者ささ
え愛基金事業

子ども及び若者の未来を
応援するために活動してい
る団体等に助成金を交付
する。

参加人数（人） - 2,246人
３．地方創生に効果
があった

子ども食堂や学習支援、交流体
験活動などに取り組む９団体の
運営費の助成を行ったことで、一
人ひとりに応じた安心の場を創
設でき、場づくりに参加した子ど
もの孤立を防止することができ
た。

３．事業の継続

子どもたちの孤独孤立の防止が
社会問題となっており、子どもの
居場所の確保が必要であるの
で、居場所づくりの機運の醸成を
図り、居場所づくりの裾野が広が
るよう努める。

- 731 1,300

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

福祉総合相談
課

6



第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略　 アクションプラン記載事業一覧 （令和２年度実績） 【資料８】

本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

40
R2～
R6

生活支援体制
整備事業

単身や夫婦のみの高齢者
世帯や認知症の高齢者が
増加する中、医療、介護の
サービス提供のみならず、
NPO,民間企業、ボランティ
ア等の生活支援サービス
を担う事業体と連携をしな
がら、多様な日常生活上の
支援体制の充実・強化を図
る。

①生活支援
コーディネー
ター（人）
②協議体の設
置数（箇所）

①2
②16

①2
②16

３．地方創生に効果
があった

令和３年４月１日現在、市内に46
の第３層協議体が創設されてお
り、各地域の課題やニーズに
沿った活動を行っている。
活動は、住民による外出支援・
生活支援・百歳体操・見守り・居
場所づくりなどさまざまな支えあ
いの活動を行っており、高齢者
の生きがいづくりにも繋がってい
る。

３．事業の継続

地域の課題やニーズに対する活
動を行う第３層協議体の市内全
域での創設を推進するとともに、
現在活動を行っている第３層協
議体を支援していく。

7,926 8,970 10,895

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

介護福祉課

41
R2～
R6

CSW配置事業

地域の身近な相談支援機
関として、個別支援や様々
な地域課題の解決に向け
た取り組みをコーディネー
トをする専門員としてコミュ
ニティソーシャルワーカー
を配置する。

相談件数（件）

1,363件

内訳
135件

（新規）
1,228件
（継続）

2,088件

内訳
597件

（新規）
1,491件
（継続）

３．地方創生に効果
があった

長引くコロナ禍の影響もあり相談
件数も飛躍的に伸びた。特に生
活困窮に関する相談件数が増
加した。そのよう中、専門的な課
題がある188人を市の相談支援
機関へ繋げることが出来た。ま
た、民生委員や協議体などと連
携を図るなかで身近な地域での
ワンストップ相談を実施すること
が出来た。

３．事業の継続

住民の身近や地域において制
度や分野で区切らず困りごとを
丸ごと受け止め、また、専門的な
課題は市の専門機関へつなげる
役目を負うＣＳＷは、横断的、重
層的な福祉総合相談体制を推
進するために必要な役割を担っ
ている。地域で困っている方に
寄り添い課題に手が届くよう本
事業は継続実施する必要があ
る。

25,000 25,000 25,000

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

福祉総合相談
課

42
R2～
R6

幸せ実感　南ア
ルプス市健康
リーグ事業

健康からまちづくりを推進
し医療費の抑制につなげる
ため、補助金事業とポイン
ト制によるウォーキング事
業を通じて健康意識の高
揚を図る。

お買物券取得
率

68.32% 82.84%
３．地方創生に効果
があった

歩くことによって健康ポイントが
付与されお買物券と引き換え
る。市内の健康リーグ加盟店で
利用でき地域の貢献に繋がる。

３．事業の継続
市民の健康づくりに取り組む団
体・個人へ計測して支援する必
要がある。

7,007 9,136 9,828

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

健康増進課

43
R2～
R6

健診（検診）事
業

疾病を早期に発見し早期
治療につなげること及び更
なる健康の増進をはかるた
め、各種健診（検診）を実
施する。

①健診申し込
み延べ人数
（人）
②健診申し込
み実人数（人）

①72,311
②20,806

①67,997
②19,818

３．地方創生に効果
があった

健診申込数は前年度比で減少し
たものの、市民一人ひとりが健
診結果から自らの健康状態に関
心を持ち、生活習慣を見直し、生
活習慣病の発症を防ぐためには
必要な事業である。

３．事業の継続
生活習慣病の発症予防と重症
化予防に取り組み、健康の保
持・増進に繋げる。

219,826 209,891 237,198

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

健康増進課

44
R2～
R6

救急医療体制
整備運営支援
事業

休日夜間の当番医の日程
調整等の業務を中巨摩医
師会に委託し、救急医療体
制を確保する。

休日夜間救急
医療受診人数
（一次救急）
（人）

4,259 2,609
３．地方創生に効果
があった

市民の救急医療受け入れ体制
を確保することで、市民が安心し
て医療が受けられることに繋が
る。

３．事業の継続
地域の医療の充実のため、市と
して継続して支援する必要があ
る。

1,598 1,591 1,585

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

健康増進課
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本事業におけ
る成果指標

（単位）

実績値
（R１）

実績値
（R２）

１．地方創生に非常
に効果的であった
２．地方創生に相当
程度効果があった
３．地方創生に効果
があった
４．地方創生への効
果は表れていない

どの様に効果的であったか、又
はなかったか具体的に記入をお
願いします。

１．追加等更に発展させる
２．事業内容の見直し
３．事業の継続
４．事業の中止
５．予定どおり事業終了

今後の事業に対する担当者の
考え（継続の有無含む）をご記入
ください。

決算額
（R１）

決算額
（R２）

予算額
（R３

当初）

実施効果 今後の方針
事業費 （単位：千円）

第２期総合戦略・
基本目標との関係

担当課

Ｒ３評価結果（Ｒ２実績）

№
事業
期間

事業名 事業内容

（参考）本事業における成果指標

45
R2～
R6

救急医療確保
対策事業

救急医療整備のため、中
巨摩医師会へ在宅型急患
事業の委託、市内二次救
急病院へ補助金交付を行
う。

休日夜間救急
医療受診人数
（一次救急）
（人）

4,259 2,609
３．地方創生に効果
があった

医師会への委託料・不採算の深
夜帯をを担う３病院への運営支
援を行うことで地域の救急医療
体制の確保を図る。

３．事業の継続
地域の医療の充実のため、市と
して継続して支援する必要があ
る。

36,755 38,038 37,736

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

健康増進課

46
R2～
R6

交通政策推進
事業

市民の足としての公共交
通を確立し、高齢者等の外
出機会の創出と地域の活
性化を図る。

①利用者（人）
②走らせた本
数／日（本）

①52,763
②50

①54,394
②50

３．地方創生に効果
があった

毎年度、利用者が増加してい
る。特に通勤通学者の利用が伸
びている。

３．事業の継続
コミュニティバスを含め、本市に
適した公共交通網を整備してい
く必要がある。

92,634 104,982 118,694

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

市民活動支援
課

47
R2～
R6

路線バス支援
事業

生活に必要なバス路線を
維持するため、自主運営バ
ス業務を委託し、赤字バス
路線事業を補助する。

過去１年間の
路線バス利用
者（％）

12.3 12.9
３．地方創生に効果
があった

支援事業の実施によりバス路線
が維持され、市民生活の利便性
が図られた。

３．事業の継続
バス利用者を増やすためのＰＲ
活動等を行い、安定したバスの
運行の確保に努めていく。

12,651 14,305 14,006

Ⅳ　時代に合った地
域をつくり、安心なくら
しを守るとともに、地
域と地域を連携する

市民活動支援
課

8


